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１．研究の目的・背景 

鋼板の硬度は鋼板の特性を決める重要なパラメータの 1 つであり，使用目的に合わせて鋼

板の硬度を制御する必要がある。硬度は一般的に熱処理により制御することが可能であり，

鋼板の使用目的に合わせて熱処理条件を細かく制御して，所望の硬度を持つ鋼板の作製が一

般的に行われている。これは鋼板の特性が熱処理により変化するためであり，これまでに熱

処理後の鋼板の組織と硬さとの相関性が明らかにされている。しかし，熱処理が正しく行わ

れ所望の硬度が実現できているかを検査するには，鋼板内部の組織観察や硬度測定が一般的

であり，測定時間や労力を要する。また，これらの検査法は破壊検査であるため，全数検査

を行うことが困難である。近年は自動車分野における高機能鋼板の要求が高まり，1 枚の鋼板

内に硬度の異なる部分を作製する新規の熱処理技術も開発されている。このような鋼板では，

硬度が異なる領域の位置を評価することも必要であり，多数の点で迅速に硬度を評価する手

法が求められている。 

本研究では，熱処理により変化する鋼板の磁気特性に着目し，磁気的非破壊検査法により

鋼板の硬度の違いを評価することを試みた。磁気検査法は，非破壊・非接触で測定を行うこ

とが可能で測定時間も短い特徴がある。このような特徴を活かすことで熱処理を行った鋼板

の全数検査や多点計測によるマッピングが可能となり，製品の信頼性向上や硬度が異なる部

分の位置評価が期待できる。このような磁気を用いた熱処理鋼板の非破壊検査を実現するに

は，熱処理条件を変えた場合に磁気応答がどのように変化するか，また磁気応答の変化と鋼

板の硬度や組織，電磁気特性との相関性を調べる必要がある。そこで，これらのことを明ら

かにすることを目的とし，以下の 3 点について研究を行った。 

① 鋼板の組織が変化し硬度が変化する 700℃～1000℃の範囲で熱処理を行った試料を準備

し，鋼板の熱処理温度変化に対する磁気応答変化を調べる。 

② 熱処理条件が異なる領域の硬度，透磁率，導電率を測定し，熱処理により変化するこれ

らの値と磁気応答の変化との相関性を明らかにする。 

③ 1 枚の鋼板内に硬度が異なる部分を作製した鋼板を使用し，各領域や境界部における磁

気応答がどのように変化するかを明らかにする。 

 



２．研究成果及び考察（申請時の計画に対する達成度合を織込む） 

鋼板の熱処理温度による磁気応答の変化を調べるため，鋼板を 700，800，900，940，1000℃

で熱処理した鋼板を準備した。測定には磁気的非破壊検査法の 1 種である渦電流探傷法を用

い，交流磁場を印加した際に試料から発生する磁場の強度と位相の変化を測定した。印加磁

場の周波数は 10 Hz～5 kHz とした。熱処理温度が 940℃を超えると磁場強度は減少，位相は

増加し，周波数が低い場合は磁場強度の変化量が大きく，周波数が高くなると位相の変化量

が大きくなることが分かった。一般的に 940℃以上で熱処理し急冷することで，鋼板内の組

織が変化し硬度が高くなることが知られており，940℃以上の熱処理で磁気応答が変化した

結果と対応している。 

そこで，磁気応答に違いが見られた 700℃と 940℃で熱処理した鋼板の組織観察と透磁率

および導電率を測定した。組織観察の結果，700℃の鋼板はパーライトとフェライト，940℃

の鋼板はマルテンサイトとフェライトであり，それぞれの組織が異なっていることが確認で

きた。磁気特性の違いは，各熱処理温度で作製した鋼板の B-H 特性を測定することで調べた

（図 1）。図 1 より，700℃と 940℃で熱処理した鋼板の磁気特性が大きく異なっていること

が分かり，熱処理温度が高くなると B-H 特性の傾きである透磁率が低くなることも分かる。

また導電率の測定値は，700℃の熱処理鋼板で 4.30 × 10-6 [S/m]，940℃の熱処理鋼板で 3.91 × 

10-6 [S/m]となった。以上の結果より，熱処理温度の違いにより変化する鋼板の組織に対応し

て，鋼板の電磁気特性が変化することが明らかになり，この電磁気特性の違いにより渦電流

探傷法における磁気応答の変化が見られたと考えられる。 

次に自動車部品で使用される鋼板の検査へ適用可能であるかを検討するため，1 枚の鋼板

内に硬度が異なる領域を作製した鋼板を作製し，その磁気応答を測定した。この鋼板は図 2

に示すように，中心部を 700℃，その両側を 940℃で熱処理しそれぞれの領域で鋼板の硬度

が異なるように作製している。この熱処理条件で作製した鋼板について，図 2 に示した鋼板

中央部とその上下 10 mm 離れた 3 つのライン上でビッカース硬度を測定した。その結果，

図 3 に示すようにどのライン上でも高温の焼入れ部では硬度が高く，低温の焼入れ部では硬

度が低いことが分かった。この結果より，熱処理条件

の違いにより各領域で組織が変化し，異なる硬度を持

つ領域ができていることを確認した。 

この鋼板を用いて，渦電流探傷法による磁場応答を

図 2 に示した 3 つのライン上で行った。各ラインで

の測定間隔は 10 mm，印加磁場の周波数は，透磁率，

導電率の測定結果より印加磁場が表皮効果の影響を

受けず鋼板内に十分に侵入できる 100 Hz とした。 
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図 1 700℃と 940℃で熱処理した鋼

板の B-H 特性 



図 4 に各ラインの磁場強度と位相の測定結果を示す。磁場強度，位相ともに中央部の 700℃

で熱処理した部分で変化が見られることが分かった。この変化は初めに述べた鋼板の熱処理

温度と磁場応答の関係と一致しており，各領域の電磁気特性の違いにより硬度の違いを磁気

的非破壊検査法により判別できる可能性が示された。しかし，図 4 (a) より，測定位置の値

が大きくなると，磁場強度の値が大きくなる現象も見られた。この原因を考察した結果，鋼

板の反りにより磁場検出の磁気センサと鋼板との距離が変化し，磁場応答に影響を与えてい

ることが分かった。図 4 (b) の位相でも測定位置 200 mm 以上で位相の値が大きくなってい

ることは確認できるが，強度の変化よりも顕著ではない。磁気センサと測定試料の距離変動

による磁場の位相変化は磁場強度よりも小さくなることは明らかにされており，鋼板の反り

などが見られる実際の製品検査では，磁気センサを接触させて試料との距離変動をなくす，

もしくは磁気センサと試料との接触が困難な場合は，磁場の位相を用いて評価することが適

切であることも分かった。 

以上は，申請時に目的とした 3 点についてそれぞれについて実験を行い得られた結果であ

り，申請時の計画を概ね達成したが，測定位置のバラつきなどの評価は未達成であった。従

って，申請時の計画に対する達成度合いは 90%程度である。 
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図 4 渦電流探傷法で測定した鋼板の(a)磁場強度と(b)位相 
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 図 2 作製した鋼板と測定位置 図 3 作製した鋼板の硬度 



３．経費の使用状況（申請時の計画に対する実績を記述） 

研究を進める過程で，申請時には計画していなかった磁場を計測する自動ステージの改良

とデータの取得・解析装置が必要となった。一方，申請時には磁場印加用のバイポーラ電源

を購入予定であったが，バイポーラ電源は既存の装置で代用することができ，自動ステージ

の改良やデータ取得・解析装置の方が，研究を遂行する上での必要性が高くなった。従って，

バイポーラ電源の購入を取りやめ，この費用を自動ステージの改良，データ取得・解析装置

購入に使用した。 

実験に必要な消耗品に大きな変更はなく，ほぼ計画通りに使用した。具体的には，実験に

必要な鋼板や測定装置作製のための磁気センサ，電子部品，測定試料を分析するための試料

の加工費などに使用した。 

旅費として研究成果発表のために 2 件の出張を計画していたが，日本非破壊検査協会，電

気学会が主催する計 3 件の国内学会に参加し成果発表，情報収集を行い，計画時より 1 件多

くなった。また，情報収集のためセミナーにも参加した。従って，旅費は計画時よりも増額

となったが，試料分析のための機器使用料が計画よりも少なかったため，この分を旅費に充

てた。 

４．将来展望（今後の発展性、実用化の見込み等について記述） 

本研究では，鋼板の熱処理による組織変化が電磁気特性の変化をもたらすことを明らかに

し，鋼板組織と相関性のある硬度を磁気的非破壊検査法で検出できることを示した，また，

自動車部品に応用が見込まれている 1 枚の鋼板内に作製した硬度の異なる領域を，磁気的非

破壊検査法により判別できる可能性も示された。 

しかし，各領域の磁気応答にバラつきが存在することも明らかになり，非破壊検査法とし

て実用化するには，これらの要因をより詳細に検討する必要がある。また，各領域を判別す

る際の位置精度など実際の製品検査に要求される項目も検討が必要である。 

これらの課題をクリアすることで，鋼板の熱処理状態や硬度を非破壊で判別する装置の開

発へ発展させ，現在求められている自動車部品の検査へ応用することが期待できる。今回の

研究では自動車部品の測定を対象としたが，高温下で使用される鋼板の組織変化による鋼板

の劣化状況判別などへも本研究の成果を適用できることが見込まれ，新たな非破壊検査技術

の実用化も見込まれる。 
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